
（単位：円）

交付金充当金額

1
小規模事業者等応援事
業

産業政策課

①感染症の影響を受ける小規模事業者を支援するため、一律に給付金を
支給するもの。
②土地建物等賃借料等の固定費に対する助成金
③小規模事業者（経済センサス対象産業分類I・M・N、従業員数1～4人）

R2.5 R2.9 130,500,000 130,500,000

①【小規模事業者応援給付金】　636件
　 【小規模事業者事業継続給付金】　669件
②新型コロナウイルス感染症対策として、売上が減少した市内の小規模事業者
支援に貢献できた。

2 飲食店応援食事券事業 産業政策課

①臨時休校等に伴い負担増となる子育て世帯の食費を支援するとともに、
食事券の利用を市内に限定し地域の中小の外食店舗等の支援をする。
②18歳以下の子供がいる世帯への食事券配布に係る経費（食事券、印刷
費、郵送費、対象者抽出作業等委託費）
③地域の飲食店、18歳以下の子供がいる世帯

R2.5 R3.5 219,298,457 219,298,457

①【発行】 ：436,900枚（21,845世帯） 
②新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けて子育て世帯の経済的負担の
軽減を図るとともに、売上が減少した市内飲食店を応援でき、景気浮揚に寄与
した。

3 経営安定対策事業 産業政策課

①経済情勢の影響を大きく受けている市内中小企業・個人事業主等を支援
するため、経営安定対策資金貸付金に対する利子補給、信用保証料負担を
行うもの。
②信用保証料負担、利子補給
③市内中小事業者

R2.5 R3.5 241,284,252 241,284,252

①利子補給：180件
　 信用保証料負担：180件
②本事業により新型コロナウイルス緊急対策資金融資に伴う利子補給、信用
保証料の負担をすることにより、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事
業者の資金繰りを支援することができた。

4
ひとり親家庭大学生等
支援事業

教育総務課

①親元を離れて生活しており、新型コロナ禍により生活が困難となっている
一人親家庭の学生に対して支援金を支給するもの。
②支援金
③ひとり親家庭の18歳以上の学生

R2.6 R3.1 18,500,000 18,500,000

①親元を離れて生活しているひとり親家庭の大学生等185名に対し、一人あた
り100,000円を支給し、合計で18,500,000円を支給した。
②仕事と子育てをひとりで担っていることにより、新型コロナウイルス感染症の
影響をより受けているひとり親世帯を経済的に支援することができた。

5
公共施設等感染防止対
策事業（図書館）

学習文化課
美術館・図書館

①図書館における感染防止対策として、図書消毒機や消毒液等の感染防
止用品を整備することにより図書館利用者、職員の安全・安心を確保するも
の。
②図書消毒器等備品購入設置費、感染対策消耗品・備品購入費
③市内図書館

R2.4 R3.3 5,713,005 5,713,005

①市内4図書館利用件数：20,528件（令和2年11月～令和4年3月）
　 美術館・図書館利用件数：3,581件（令和2年10月設置から約2年間）
②新型コロナウイルス感染防止対策として、紫外線によって殺菌消毒・消臭・抗
菌できる「図書消毒器」を設置したことで、衛生面に対する利用者の不安を軽減
し、清潔・安全・安心・快適なサービス環境整備にもつながった。

6
保育料電算システム改
修事業

こども課

①各保育施設に対し休園要請・登園自粛したことに伴い、保育料の日割り
計算をするため現行のシステムを改修するもの。
②保育料電算システム改修委託料
③市

R2.7 R2.11 5,280,000 5,280,000

①日割り計算延べ件数　　　4,625件
②電算システムの改修により、休園や登園自粛による保育料の日割り計算を
速やかに正確に行えるようになり、保育施設の休園等を円滑に進めるための環
境整備が図られた。
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7 救急医療対策事業 健康づくり課

①感染症指定医療機関へ支援金を支給することで、感染症対策への支援を
行うもの。
②市内感染症指定医療機関への支援金
③感染症指定医療機関

R2.6 R2.7 3,000,000 3,000,000

①3次救急医療機関である太田記念病院に対し、感染症対策支援金として、
3,000,000円を支給。
②新型コロナウイルス感染症の影響で他の病院で受入れ困難な救急搬送患者
を進んで受入れるなど、コロナ禍における適切な医療体制の強化が図られた。

8 消防活動事業 救急課

①市消防救急隊員の感染防止対策のため、消防活動に伴う資材を確保す
るとともに、感染防止のための廃棄物処理を行うもの。
②感染防止対策用品購入費、廃棄物処理費
③市消防救急隊員

R2.8 R3.3 7,394,480 7,394,480

①購入した感染防止対策用品等：感染防護衣6,700枚・ニトリル手袋820箱・
サージカルマスク1,040箱・消毒用エタノール等約330ℓ他、産業廃棄物処理数：
ペール缶220缶　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　　　　　　
②感染防止対策用品を使用し、救急隊員の感染防止対策の徹底を図り、救急
業務に従事することができた。また、救急業務で使用した産業廃棄物の処理も
適正に実施することができた。　　　　

9
ＧＩＧＡスクール端末導入
事業

学校施設管理課
市立太田高校

①学校の臨時休校等の期間中も切れ目ない学習環境を提供するため、
GIGAスクール構想関連事業等との連携により児童生徒数の1/3と教員等の
端末整備について、地方財政措置で事業を進め、児童生徒・学生・教員の1
人1台端末整備するとともに、それに付随する学校でのICT学習環境を整備
するもの。
②端末購入費、端末設定費、認証サーバ構築費、LAN環境整備費
③市内小中高校（市立）の児童・生徒・教員

R2.6 R3.7 373,743,168 373,743,168

【学校施設管理課】
①小学校24校、中学校1校、義務教育学校1校
②コロナ下において、密にならないよう分散登校を行った際、1人1台端末を利
用したことにより学習機会の確保ができた。また、感染防止のため会話が制限
さた授業の中でも、活用することで同等の学習機会の確保ができた。
【市立太田高校】
①ＧＩＧＡスクール用タブレット端末を874台導入
②臨時休校や分散登校時におけるオンライン授業や課題提供をタブレット端末
で実施することにより、コロナ禍においても学習機会を確保することができた。

10
公共施設等感染防止対
策事業（市庁舎等）

管財課

①市庁舎における感染防止対策として、消毒液等消耗品の購入、パーテー
ション等の設置、市庁舎で感染者が出た場合の消毒作業等を行うもの。
②感染対策消耗品購入費、パーテーション等備品購入設置費、庁舎消毒作
業等委託費
③市民、市庁舎利用者

R2.4 R3.3 9,470,908 9,470,908

①（消耗品）手指消毒液4.5ｌ入り　402本
　　　　　　　 次亜塩素酸水20l入り　90本　ほか
　（備品類）AIサーマルカメラ　6台
　　　　　　  アクリルパーテーション　300台　ほか
　（委託費）庁舎消毒業務委託　　3,106㎡　ほか
②市庁舎においてクラスターは発生しておらず、市民・職員の感染症対策に大
きく寄与したほか、副次的効果として感染予防に係る啓発・意識向上にも繋がっ
た。

11
マスク配布及び備蓄事
業

健康づくり課

①感染拡大防止のため、市民等にマスクを配布するとともに、今後に備え備
蓄するもの。
②マスク購入費用、配布作業用消耗品等
③市民、医療機関、社会福祉施設等

R2.4 R2.8 11,245,557 11,245,557
①マスクを1世帯あたり5枚配布。81,144世帯×5枚＝405,720枚
②マスクが不足しているなか、マスクの全戸配布を行うことで、感染防止対策の
徹底を図ることができた。

12
プレミアム金券発行事
業

産業政策課

①購入額にプレミアム分を上乗せした市独自の商品券を発行し、地域経済
再生のきっかけを創出するもの。
②プレミアム商品券（プレミアム率50％、1世帯2万円上限）の販売によるプレ
ミアム分差額、事務経費（商品券の印刷、販売、換金等）
③市内事業者、市民

R2.9 R4.1 1,428,734,502 494,164,502
①【発行】 ：2,803,710枚（47,184件）　
②新型コロナウイルス感染症拡大の影響で冷え切った景気の下支えとなり、消
費喚起を図ることができた。
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13 防災活動支援事業 危機管理室

①避難所の衛生環境を保つために、パーテーション、簡易用テント、消毒液
等の資材を避難所に備えるもの。
②避難所対策物品購入費
③市内避難所

R2.4 R3.3 15,370,127 15,370,127

①手指用消毒用アルコール、テント型パーティション、折り畳み簡易ベッドを市
内の避難所（第１および第２避難所）へ配備 
②避難所における感染症対策資機材としてテント型パーティションや手指用消
毒液を購入、配備した。また配備した資機材を使用し、災害時を想定した避難
所の開設運営訓練を行い、さらなる感染症を防止することが可能になった。

14 修学旅行調整事業
学校教育課

市立太田高校

①新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ、修学旅行が延期・中止と
なった場合におけるキャンセル料等の費用負担に対応するため、各学校に
対し、発生するキャンセル料等相当額を補助するもの。
②キャンセル料相当額補助費
③市内中学・高校（市立）

R2.9 R3.3 5,664,301 4,734,421

【学校教育課】
①中学校17校（キャンセル料）
②修学旅行の中止によるキャンセル費用を支援し、学校や保護者の負担を軽
減することができた。
【市立太田高校】
①中止に伴うキャンセル料　
　 生徒270名分　929,880円
②修学旅行の中止に伴い生じた旅行業者へのキャンセル料について、全額支
援することで保護者の経済的負担を回避することができた。

15
学校臨時休業対策費補
助金

学校施設管理課

①学校の臨時休校により影響を被る給食食材納入事業者や給食調理事業
者等の体制維持、代替販路確保等の取組みを支援するもの。
②給食食材代替販路確保等に係る経費
③給食食材納入事業者等

R2.6 R2.12 17,503,150 4,376,150
①19事業者
②コロナ禍において学校の臨時休業により影響を被る給食食材納入事業者や
給食調理事業者等の体制維持等の補償が行えた。

16
学校給食臨時休業対策
事業

学校施設管理課

①学校臨時休業対策費補助金の関連事業として、市単独で4月5月以降も
学校の臨時休校により影響を被る給食食材納入事業者や給食調理事業者
等が学校再開時に安定的に事業を継続することができるよう、体制維持等
への支援として、地方財政措置で事業を進めるもの。
②給食食材納入業者等への奨励金
③給食食材納入事業者等

R2.9 R2.12 24,331,000 24,331,000

①48事業者
②コロナ禍において学校の臨時休業に伴い影響を受けた給食納入事業者や給
食調理事業者等が学校再開時に安定的に事業を継続できるよう支援を行え
た。

17
子ども・子育て支援交付
金

子育てそうだん課
児童施設課

①新型コロナウイルス感染拡大の影響による小学校の臨時休校や放課後
児童クラブの臨時休業に伴い、放課後児童クラブの日割り利用料を保護者
へ返還するとともに、ファミリーサポートセンターの利用拡充を支援するも
の。
②放課後児童クラブ利用料返還費、ファミリーサポートセンター会員補助金
③放課後児童クラブ、ファミリーサポートセンター利用者

R2.7 R3.1 30,874,255 10,300,255

①【放課後児童クラブ利用料返還費】
　 特別開所クラブ数：1クラブ、22日間×32,000円=704,000円
   利用料減免クラブ数：55クラブ、30,135,055円
　 【ファミリーサポートセンター会員補助金】
　 申請者1人、利用日数11日、助成金合計35,200円
②小学校の臨時休校期間中、放課後児童クラブを開所し、児童の受入れを
行ったクラブに対して支援、クラブの利用を自粛した保護者の利用料を減免し、
負担を軽減した。また、保育園の休園期間中ファミサポを利用した保護者に対
し、その利用料を助成することで、保護者負担の軽減を図ることができた。
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18
学校保健特別対策事業
費補助金

学校教育課

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため、児童生徒の体調確認用備品
（非接触式電子温度計）や授業時における教職員用消耗品（フェイスシール
ド）を市教育委員会が一括購入し、市立学校へ配布。
②衛生用品等購入費
③市内小・中・高校（市立）

R2.4 R3.3 1,821,600 911,600
①フェイスシールド２０００個、非接触型体温計８８個
②コロナウイルス感染症対策として、児童生徒との接触を避けながら対策を講
じたことによって、感染者数のまん延を防ぐことができた。

19 母子保健衛生費補助金 健康づくり課

①新型コロナウイルスの感染拡大の状況を踏まえ、密閉空間・密集場所・密
接場面を避けるために、乳幼児健康診査を集団健診から個別の医療機関
等へ健診を受けに行く個別健診へ切り替えるもの。
②4か月児個別健診委託料
③4か月児健診対象者

R2.6 R3.3 7,515,871 3,758,871

①個別健診受診者1,403人（R2.4月の集団健診を含む受診率　91.9％）　
②4か月児健診は疾病の発見や児の発育・発達状況の確認を適正な時期に行
う必要性があり、先送りできない。個別健診化することで新型コロナウイルス感
染症流行下であっても4か月児健診を適正な時期に行え、有効な健診が実施で
きた。

20
学校保健特別対策事業
費補助金

学校教育課

①学校再開に伴い新型コロナウイルス感染拡大の防止のため衛生用品（マ
スク・手指用消毒アルコール等）について、市教育委員会が一括購入し、市
内小・中学校及び市立太田高等学校へ配布（※部活用の消毒アルコールは
私立校も含む）。また、市立小学校の修学旅行における三密対策としてバス
の増発に対応するもの。
②消耗品費、増発バス借上料
③市内小・中・高校

R2.4 R3.3 6,547,675 3,280,675

①マスク４４０箱、消毒液３７箱、ニトリル手袋８８箱、ハンドジェル３０箱、増発バ
ス借上料（小学校17校）
②コロナウイルス感染症対策について必要な消耗品を確保し、学校における感
染拡大の防止をすることができた。小学校修学旅行のバスを増発することに
よって、コロナウイルスの拡大防止を図ることができた。

21
障害者総合支援事業費
補助金

障がい福祉課

①在宅の障がい者及びその世帯を訪問し安否確認、現状把握することで、
必要に応じた関係機関へつなぎ、専門的な生活支援等の助言を行う事を目
的とした「アウトリーチ事業」を実施するにあたり必要な体制を確保するた
め、障害福祉サービス事業者へ業務を委託するもの。
②事業実施委託料
③障害福祉サービス事業者

R2.4 R3.3 4,226,899 2,113,899

①実施期間：Ｒ2.4.1～Ｒ2.12.27
　 対象世帯：障がい福祉サービス利用のない111世帯
②コロナ禍にて、障害者へのアウトリーチを行い障害者宅の安否の確認ができ
た。

22
障害者総合支援事業費
補助金

障がい福祉課

①新型コロナウイルス感染症に係る小学校・中学校・特別支援学校への一
斉休校に伴い、放課後等デイサービスに通所している児童がいる世帯にお
ける放課後等デイサービス利用増への財政支援を目的とし、補助金対象と
なる利用者負担額を事業所に対して支払う。
②利用料補助金
③太田市が支給決定した障害児が通所する放課後等デイサービス事業所

R2.4 R3.3 185,067 47,067

①利用料補助児童数：　30人
　 提供事業所数：　９カ所
②新型コロナウイルス感染症遮断のため学校の臨時休校に関する放課後等デ
イサービスの利用料の利用者負担増額分を補助することにより、障害児の保護
者への経済的負担の軽減ができた。

23
障害者総合支援事業費
補助金

障がい福祉課

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため、市内の地域活動支援センター
及び日中一時支援事業所（サービスステーション、日帰り短期事業所）に対
し、マスク、手指消毒用アルコール、非接触型頭部体温計等の衛生用品の
配布、又はそれらの購入経費に対し補助金を交付し、受け入れ体制の強化
の促進を図る。
②衛生用品等の購入費、購入経費に対する補助金
③市内地域活動支援センター、市内サービスステーション、市内日中一時
支援（日帰り短期）事業所。

R2.9 R3.3 2,778,647 695,647

①衛生用品購入経費に対する助成金：6事業所へ交付
　 衛生用品の配布：地域活動支援センター４カ所へ配布
②新型コロナウイルス感染症対策として、市内の地域活動支援センター及び日
中一時支援事業所へ消毒液その他の衛生用品を給付することにより、感染症
対策を徹底しつつ、サービスを継続的に提供できるよう補助し、障害者支援の
事業継続の実施に繋がった。
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24
障害者総合支援事業費
補助金

障がい福祉課

①新型コロナウイルス感染拡大防止のため、意思疎通支援員に対し、マス
ク、手指消毒用アルコールハンドジェル、透明マスク(マウスシールド)を配布
し、受け入れ体制の強化を図る。
②衛生用品等の購入費
③市内意思疎通支援員

R2.9 R3.3 30,580 8,580

①マスク20箱、マウスシールド50枚、アルコールハンドジェル20本を購入
②新型コロナウイルス感染症対策として、太田市手話通訳連絡会に対し、消毒
薬その他の衛生用品を給付することにより、感染症対策を徹底し、手話通訳派
遣や要約筆記者の派遣が行えた。

25
生活困窮者就労準備支
援事業費等補助金

社会支援課

①新型コロナウイルス感染症の影響による生活困窮者への支援強化が求
められる中、対象拡大を行った住居確保給付金への対応について、滞りなく
申請処理を行うための会計年度任用職員雇い上げ等の体制強化を行うも
の。
②住居確保給付金の申請処理のための事務職員に係る人件費
③市、生活困窮者

R2.7 R2.10 407,504 108,504

①生活困窮者就労準備支援事業費等補助金対象経費407,504円-補助事業費
299,000円＝108,504円
②住居確保給付金事業において会計年度任用職員1名を追加配置し、増大す
る申請受付、給付事務処理等業務の体制強化が図られたことにより、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で住居を喪失又は喪失するおそれのある生活困窮世
帯に対して適切かつ迅速な支給事務が行われたとともに住居確保の支援をす
ることができた。

26
生活困窮者就労準備支
援事業費等補助金

社会支援課

①新型コロナウイルス感染症の影響による要保護者からの生活保護に関す
る面接相談及び新規申請の件数の増加に対応するため、福祉事務所が行
う業務に従事する会計年度任用職員の雇い上げ費用に対する補助を行う。
②生活保護の新規申請に対する決定事務処理補助業務に係る人件費
③福祉事務所、生活保護者

R2.7 R3.10 804,404 405,404

①生活困窮者就労準備支援事業費等補助金対象経費804,404円-補助事業費
399,000円＝405,404円
②生活保護新規申請決定処理補助業務において会計年度任用職員1名を配
置したことにより、新型コロナウイルス感染症の影響により生活困窮となった要
保護世帯への適切な事務処理が実施され、速やかに保護を開始することがで
きた。

27 感染拡大防止啓発事業 健康づくり課

①新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、啓発用のぼり旗等の設
置、チラシの配布等を行うもの。
②啓発用資材等購入費、設置委託費
③市民、市内事業者等

R3.1 R3.3 3,085,500 3,085,500

①「コロナ非常事態」懸垂幕を本庁舎・尾島庁舎・新田庁舎・藪塚庁舎に掲示。
「コロナ非常事態」のぼり旗1,600本を市施設・市内幹線道路沿いに設置。
②新型コロナウイルスの感染急拡大による緊急事態宣言下において、市民へ
の注意喚起・意識啓発を図ることができた。

28
オンライン業務環境整
備事業

企画政策課

①市役所において、三密を避けるため、事務室以外のスペースに内部系情
報端末を設置し、分散勤務等のテレワークを促進するとともに、民間事業者
とのWEB会議や庁内でのオンライン業務等を促進し、非対面形式の業務環
境を整えるもの。
②通信端末・通信サービス等利用料、システムライセンス料、通信端末附属
備品購入費
③市

R2.9 R3.3 2,146,232 2,146,232

①タブレット端末31台導入
②タブレット端末を導入することで庁内外の会議をオンライン化することができ、
新型コロナウイルス感染症への感染防止対策を徹底しながら業務を行うことが
できた。また、庁内会議資料等の電子化により紙資料の削減や業務効率の向
上を図ることもできた。

29
選挙における感染防止
事業

選挙管理委員会事務局

①選挙投票所等において、消毒液やパーテーションの設置等により感染防
止対策をし、有権者が安心して投票できる環境を整えるもの。
②感染防止備品・消耗品購入費
③有権者

R2.9 R3.3 1,373,080 1,373,080

①【配付数】消毒液：376個　不織布マスク：5,750枚、ニトリル手袋：2,500枚、フェ
イスシールド：1,000枚
 　【配布先】期日前投票所３箇所、投票所７０箇所、開票所１箇所
②全投開票所への感染防止備品の配付及び全従事者に感染対策消耗品を配
付することで感染防止対策の徹底を図り、安心して投票できる環境を整えた。
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30 保育士等支援事業
こども課

児童施設課

①新型コロナウイルス感染拡大の状況下において、感染症のリスクを抱え
ながら働く保育施設職員の一時的な処遇改善による離職防止等により保育
環境の維持を促し、子育て世帯の労働環境に対する影響を軽減するため、
市内在勤の保育士、放課後児童クラブ職員等に支援金として一人当たり5万
円を支給するもの。
②支援金、消耗品費
③市内在勤保育士、こどもプラッツ職員、放課後児童クラブ職員

R3.3 R3.5 113,650,503 113,650,503

①実績2272件　113,600,000円
　保育園・認定こども園・幼稚園職員　1721名
　放課後児童クラブ　329名
　太田市立幼稚園会計年度任用職員　13名
　こどもプラッツスタッフ　209名
  合計2272人×50,000円113,600,000円
　チューブファイルその他消耗品費　50,503円
②新型コロナウイルス感染拡大に伴い、感染リスクを抱えながらも職務を継続
してきた教育・保育従事者に対し、慰労金50,000円を支給し、経済的な支援を行
うことができた。


